（用紙１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術確認書記入用紙（案）
	商号又は名称
	

	確認項目
	ア　セキュリティ保持規定及び情報の取扱手順及びセキュリティ教育の実施
（1）セキュリティ保持のための規定及び取扱手順名

	内容

	（図、表などを使い、判りやすいように記載すること）



（用紙２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術確認書記入用紙
	商号又は名称
	

	確認項目
	ア　セキュリティ保持規定及び情報の取扱手順及びセキュリティ教育の実施
（2）本業務に従事する全従業員への周知・教育方法（実施時期・教育内容・頻度・その他）

	内容

	（図、表などを使い、判りやすいように記載すること）



（用紙３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術確認書記入用紙
	商号又は名称
	

	確認項目
	イ　入退室管理の実施（１）～（７）

	内容

	（図、表などを使い、判りやすいように記載すること）



（用紙４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術確認書記入用紙
	商号又は名称
	

	提案項目
	ウ　セキュリティ強化のための管理策（１）～（７）

	内容

	（図、表などを使い、判りやすいように記載すること）



（用紙５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術確認書記入用紙
	商号又は名称
	

	確認項目
	エ　事件・事故の管理体制（１）（２）

	内容

	（図、表などを使い、判りやすいように記載すること）



（用紙６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術確認書記入用紙
	商号又は名称
	

	確認項目
	オ　搬送時の保護体制（１）（２）

	内容

	（図、表などを使い、判りやすいように記載すること）



（用紙７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術確認書記入用紙
	商号又は名称
	

	確認項目
	カ　機密保持体制

	内容

	（図、表などを使い、判りやすいように記載すること）



（注）用紙１から用紙７について
各評価項目ごとに指定された頁数以内（Ａ４縦、横書き）に箇条書きとし、必要に応じて様式の中に図、表等を用いて分かりやすいよう記載することとし、その場合でも、当該指定頁数は超えないように作成すること。

※　文字の大きさは１２ポイントとする（図表については、必要に応じて１２ポイント未満も可）。

※　項目アの（１）については資料添付を必須とする。また、項目オの（１）については資料添付を任意とする。なお、添付資料については項目毎の添付資料の判別がつくよう、添付資料へ項目名を記載すること。項目アの（１）、エの（１）及びキの（１）以外については、別紙での説明はしないこと。
※　色の指定はないが、白黒複写を行った場合においても、内容が理解できるようにすること。

※　できる限り定量的に示すこと。定量的に表すことが不可能な場合には、できる限り具体的に記述すること。

※　仕様書のコピーや「仕様書のとおり」といった記述に終始しないこと。
（用紙８）キ　同種業務の実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実績一覧表
　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	番号
	発注機関名
	契約期間
	業務名・業務概要
	契約金額

	1
	
	～
	【業務名】

	

	
	
	
	【業務概要（規模・内容や技術的特徴について）】
	

	2
	
	～
	【業務名】

	

	
	
	
	【業務概要（規模・内容や技術的特徴について）】
	

	3
	
	～
	【業務名】

	

	
	
	
	【業務概要（規模・内容や技術的特徴について）】
	

	４
	
	～
	【業務名】

	

	
	
	
	【業務概要（規模・内容や技術的特徴について）】
	

	５
	
	～
	【業務名】

	

	
	
	
	【業務概要（規模・内容や技術的特徴について）】
	


（注1） 国又は地方公共団体から直接受注した業務として、令和２年度以降に履行が完了した、診療報酬明細書等点検業務委託で年間１００万件以上の点検を遂行した実績（提出日までに履行が完了したものに限る。）をいうものとし、これについて最大１０件まで記載し、それぞれについて、契約書の写しを添付すること（必須）。なお、これだけでは同種業務の実績を有することが判断できない場合は、他の判断できる資料（仕様書等又は発注者の証明等）で併せて補完すること。添付されていない場合、提出された書類では同種業務の実績を有することが判断できない場合は、当該実績を有しているとは認めない。
（注2） 発注機関名は国等の出先機関の場合は当該出先機関等の名称まで記入のこと。
（用紙９）　ク　実施体制　　業務従事メンバー状況表　（体制図・従事メンバーの役割詳細）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	商号又は名称
	

	●指揮・命令系統など体制図
　本市との連絡関係及び従事メンバー間（業務責任者を含む。）の相互関係について図を用いて記載すること。


（用紙９　続き）　従事メンバーの役割詳細　
	本業務での役職（立場）
及び
分担業務の内容
	氏名・年齢・所属・役職
	実務経験年数・資格
（実務経験年数は診療報酬明細書等点検業務における経験年数を記入すること。）
	これまでの同種業務実績
	申請日現在、他の業務に従事している場合、件数及び内容

	
	氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（　　　　才）
所属・役職

	実務経験年数　　年
＜法令による資格・免許等の名称、取得日、登録番号等＞
・
・
・
	（業務名）
（発注者）
（業務内容）
（契約期間）
（契約金額）
（従事役職（立場））

	　　　　　　　　件
以下各々の業務内容を記載すること。
・（業務名）
　（発注者）
　（業務内容）
　（契約期間・契約金額・従事役職（立場））
（進捗状況及び本業務に従事するための対応）
　

	
	氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（　　　　才）
所属・役職

	実務経験年数　　年
＜法令による資格・免許等の名称、取得日、登録番号等＞
・
・
・
	（業務名）
（発注者）
（業務内容）
（契約期間）
（契約金額）
（従事役職（立場））

	　　　　　　　　件
以下各々の業務内容を記載すること。
・（業務名）
　（発注者）
　（業務内容）
　（契約期間・契約金額・従事役職（立場））
（進捗状況及び本業務に従事するための対応）
　


（注）※従事メンバーの数に応じて、適宜、表の項目を増やすこと。
※所属・役職については、貴団体における役職等を記載するもの。
※取得している資格・免許等については、本案件の業務に関連するものを記載し、確認できる資格者証・免許証等の写しを添付すること（添付がない場合は取得していると認めない。
※これまでの同種業務実績については、代表的なものを１件記載する。
